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１．一般会計／特別会計決算

翌年度に繰
り越すべき
財源

歳入総額 実質収支歳出総額
（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

２６年度決算は、一般会計と全ての特別会計において「黒字」になりました。

（単位：百万円）
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２. 一般会計決算額の推移 ２



３．一般会計 歳入の状況

譲与税・交付金 その他 142億円 (8％)

歳入総額歳入総額 １１, 706, 706億億円円

３

４．一般会計歳入の状況（対前年度比）

区 分 ２６年度 ２５年度 増減額

５８,６９３ ５７,５１３ １,１８０市 税

譲与税・交付金

地方交付税

７,１８２ ６,５８２

２５,５５２２５,６２４

６００

７２

（単位：百万円）

４

増減率

２％

９％

０％

国・県支出金

市 債

そ の 他

合 計 １７０,５８４ １５９,３１０ １１,２７４

３２,０７８

２２,４４１

１４,１９５

３１,１１２ ９６６

１８,６１５ ３,８２６

１１,７１７ ２,４７８

諸 収 入 １０,３７１ ８,２１９ ２,１５２

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

７％

３％

２１％

２１％

２６％



５．一般会計歳入の主な増減内容

●市 税 個人市民税 ＋ ２.７億円

●地方交付税

●国県支出金

法人市民税 ＋ ８.５億円
固定資産税・都市計画税 ＋ １億円

社会資本整備総合交付金＋ １８.３億円

●地方消費税交付金 ＋ ８.２億円

＋ ０.７億円

臨時福祉給付金等国庫補助金＋ ２億

５

●市 債

●諸 収 入

オリンピック施設起債償還等補助金▲ ４.４億円

消防救急無線デジタル化整備負担金 ＋ ２０億円

市民会館管理施設整備事業債等＋２１.１億円
公園整備事業債＋ １７.３億円
斎場施設整備債＋ １７.１億円
街路整備事業債＋ ５.３億円

臨時福祉給付金等国庫補助金＋ １２.２億

学校施設環境改善交付金▲ ８.１億円

６． 市 税 の 推 移 ６



７．地方交付税及び臨時財政対策債推移 ７

８．一般会計 歳出（目的別）の状況

歳出総額歳出総額 １１,,656 656 億億円円

８



９．一般会計 歳出（性質別）の状況（対前年度比）

性質別経費区分 ２６年度 ２５年度 増減額

２２,８３６ ２２,３５３ ４８３人 件 費

２８,４４４ ２６,８８２

１８,１５３１６,３８７

６７,６６７

１,５６２

▲１,７６６

６７,３８７ ２８０

（単位：百万円）

義
務
的

扶 助 費

公 債 費

義務的経費計

９

増減率

２％

６％

▲１０％

０％６７,６６７

２０,１８３

２４,８０３

６７,３８７ ２８０

１５,５８１ ４,６０２

１８,０４４ ６,７５９

義務的経費計

投
資
的

補助事業

単独事業

投資的経費計

その他経費

４４,９８６ ３３,６２５

５１,２４７

１１,３６１

１,６９７

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

歳出合計 １５２,２５９ １３,３３７

５２,９４３

１６５,５９６

０％

３０％

３７％

３４％

３％

９％

１０．一般会計 歳出の主な増減内容

●人 件 費

職員退職金▲ １.７億円

●扶 助 費
障害者(児)介護給付費・訓練等給付費 + ２.７億円

一般職給料 ＋ ２.４億円、期末勤勉手当＋ １.３億円

●公 債 費 市債元利償還金▲ １７.７億円

１０

臨時福祉給付金等 ＋ １１.８億円

●投資的経費 （補）南長野運動公園総合球技場整備事業＋ ５１.６億円

●その他経費
道路除雪費＋ ４.１億円

（補）長野駅善光寺口駅前広場整備事業＋ ２１.７億円

水痘及び高齢者肺炎球菌等の定期接種 ＋ ３.９億円

（単）第一庁舎・長野市民会館建設事業＋ ２３.６億円

（単）斎場新設事業＋ １７.７億円
（単）消防救急無線デジタル化整備事業＋ ２１.４億円



１１

１２．公債費及び市債借入・残高の推移 １２



１３．基金残高の推移 １３

（単位：億円）

１４．経常収支比率の推移
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※経常収支比率とは、市税や地方交付税などの経常的な財源が、人件費や公債費など義務的な経費や経常的な経費にどれ
だけ使われているかを示す割合です。

弾力性のある
財政構造

平成26年度は、公債費等に充当した一般財源の減
及び市税等一般財源総額の増により数値が下降

（年度）



１５．経常収支比率の状況
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※長野市以外は、総務省「地方財政の状況」から抜粋
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長野市

１６．経常収支比率前年度比較

分 子 ６ 億円増
人件費、扶助費、公債
費、物件費、繰出金

経常費充当経常一般財源

○分子減の要因：

公債費等の減▲ １３億円

１６

など

扶助費、物件費、人件費の増＋ １９億円

＝ ８４.５％×100

分 母 １２億円増

▲０.４

市税、地方譲与税・交付金、
普通交付税、臨時財政対策債

経常一般財源総額

など

○分母増の要因： 市税、 地方消費税交付金等の増


